別表第4(第47条関係)
支出負担行為の伺いの合議区分
節

範囲
摘要

1
報酬



2
給料



3
職員手当等



4
共済費



5
災害補償費
○


6
恩給及び退職年金



7
賃金
○
長期雇用賃金に係るものは除く。

8
報償費
3万円以上


9
旅費



10
交際費



11
需用費
3万円以上(物品の修繕及び公有財産の補修にあっては10万円以上)
定期刊行物代、例規集等の追録代、教材物品代、給食賄材料代及び集中管理分、又は単価契約により既に価格が決定しているものは除く。

12
役務費
3万円以上
郵便料、電信電話料、保険料は除く。

13
委託料
○


14
使用料及び賃借料
3万円以上


15
工事請負費
30万円以上(公有財産の補修にあっては20万円以上)


16
原材料費
5万円以上
単価契約により既に価格が決定しているものは除く。

17
公有財産購入費
○


18
備品購入費
10万円以上
教材用備品に係るものは除く。

19
負担金補助及び交付金
○
(交付決定を要するもののみ)


20
扶助費



21
貸付金
○


22
補償補填及び賠償金
○


23
償還金利子及び割引料
○
市税等還付金50万円未満は除く

24
投資及び出資金
○


25
積立金
○


26
寄付金
○


27
公課費



28
繰出金
○


備考
1　○印は金額に制限なく合議すること。
2　金額及び○印のないものは合議の必要はないこと。
3　摘要欄において除くこととした内容の支出負担行為の伺いについては、金額に関係なく合議の必要はないこと。
4　同表にかかわらず、異例に属する事項については合議すること。
